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（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期 12,733 － 1,033 － 1,169 － 746 －

2021年３月期 36,950 △3.9 858 32.5 868 43.0 520 31.4

（注）包括利益 2022年３月期 985百万円（－％） 2021年３月期 638百万円（52.8％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2022年３月期 411.53 － 8.9 5.9 8.1

2021年３月期 286.90 － 6.6 4.9 2.3

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年３月期 21,380 9,368 41.1 4,852.13

2021年３月期 18,468 8,509 43.6 4,442.75

（参考）自己資本 2022年３月期 8,796百万円 2021年３月期 8,054百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2022年３月期 △859 △381 550 1,399

2021年３月期 △403 △161 △188 1,981

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当率
（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2021年３月期 － 25.00 － 35.00 60.00 108 20.9 1.4

2022年３月期 － 35.00 － 55.00 90.00 163 21.9 1.9

2023年３月期（予想） － 45.00 － 45.00 90.00 27.2

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 6,500 9.9 500 10.7 500 7.8 300 △0.1 165.47

通期 13,000 2.1 1,000 △3.3 1,000 △14.5 600 △19.6 330.95

１．2022年３月期の連結業績（2021年４月１日～2022年３月31日）

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、2022年３月期に係

る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっており、対前期増減率は記載しておりません。

（２）連結財政状態

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、2022年３月期に係

る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

３．2023年３月期の連結業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）



① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年３月期 1,813,090株 2021年３月期 1,813,090株
② 期末自己株式数 2022年３月期 214株 2021年３月期 36株
③ 期中平均株式数 2022年３月期 1,812,976株 2021年３月期 1,813,090株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期 9,957 － 739 － 917 － 623 －

2021年３月期 34,282 △5.9 500 11.7 543 26.9 357 30.2

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期 343.92 －

2021年３月期 197.21 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年３月期 19,026 7,822 41.1 4,314.72

2021年３月期 16,777 7,348 43.8 4,053.03

（参考）自己資本 2022年３月期 7,822百万円 2021年３月期 7,348百万円

※ 注記事項
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有
② ①以外の会計方針の変更 ：無
③ 会計上の見積りの変更 ：無
④ 修正再表示 ：無
（注）詳細は、添付資料Ｐ．13「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針

の変更）」をご覧ください。

（３）発行済株式数（普通株式）

（参考）個別業績の概要
１．2022年３月期の個別業績（2021年４月１日～2022年３月31日）

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用しており、2022年３月期に係る各

数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっており、対前期増減率は記載しておりません。

（２）個別財政状態

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基

づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があ

ります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料Ｐ．５「１．経営成績等の概況

（４）今後の見通し」をご覧ください。
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前連結会計年度 当連結会計年度 対前期増減額 対前期増減率

売上高

　　 （取扱高）(注)１
36,950

12,733

(45,253)
8,302(注)２ 22.5%(注)３

営業利益 858 1,033 174 20.4%

経常利益 868 1,169 301 34.7%

親会社株主に

帰属する当期純利益
520 746 225 43.4%

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

取扱高

（対前年同四半期増減額）(注)

10,607

(1,597)

10,384

(1,425)

11,338

(1,933)

12,922

(3,345)

営業利益

（対前年同四半期増減額）

264

(70)

187

(△37)

222

(18)

359

(123)

１．経営成績等の概況

(１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の流行による経済活動の停滞や個人消費の低

迷が続く厳しい状況が続きましたが、まん延防止等重点措置の解除や各種政策の効果に伴い持ち直しの兆しを見せ

始めました。しかし一方では、石油等の各種資源の高騰や急激な円安の進行による不況下のインフレ懸念、世界経

済がパンデミックからまだ完全に回復していない中でのロシアによるウクライナ侵攻、中国の感染拡大によるロッ

クダウンとサプライチェーンへの影響等の様々なリスクが懸念され、先行きは極めて不透明な状況となっておりま

す。

　当社グループでは当連結会計年度より「収益認識に関する会計基準」（以下「収益認識会計基準」という。）等

を適用しております。当社グループの営業取引には、財又はサービスを企業が自ら提供する履行義務のある場合の

「本人取引」と、顧客がその財又はサービスを受け取れるように手配する履行義務を負う「代理人取引」が同一商

材を扱う上でも幅広く混在しており、以下の要因等から従来の総額での売上高による業績把握を現在も実施してお

ります。

　・「本人取引」と「代理人取引」上の営業利益率に重要性のある差異はなく、それらを要因とした利益に与える

影響は軽微であるにも拘わらず、表面上の売上総利益率に大きな差異が発生すること

　・営業取引における採算性と運転資金の効率性判断において純額売上方式は親和性が無いこと

　・当社の「代理人取引」は所謂「売り切り・買い切り」モデルが主体であり、営業債権及び債務は総額取引に基

づいて発生するため、取引先の信用情報管理等の把握と分析においては従来の基準が望ましいこと

　以上のこと等から、当社グループでは経営者の視点による判断により、業績管理要素として総額売上高を「取扱

高」として数値化し業績分析等に活用しております。よって、経営成績等の状況に関する分析・検討の説明におい

ても収益認識会計基準等に基づく「売上高」と当社グループ内での管理指標としての「取扱高」を併記する形式で

説明いたします。

当連結会計年度の当社グループの経営成績は、以下の通りであります。

当連結会計年度(2022年３月期)経営成績　前連結会計年度比較

（単位：百万円）

（注）１　取扱高は当社グループの経営分析指標であり、総額売上高であります。

２　当連結会計年度の取扱高から前連結会計年度の売上高を減算したものであります。

３　対前期増減額を前連結会計年度の売上高で除算したものであります。

当連結会計年度(2022年３月期)経営成績　四半期推移

（単位：百万円）

（注）　当連結会計年度の各四半期取扱高から前連結会計年度の各四半期売上高を減算したものであります。

　当社グループの当連結会計年度の業績は上表のとおり、売上高は12,733百万円となりました。当連結会計年度の

取扱高については、前連結会計年度に新型コロナウイルス感染症の影響等により落ち込んでいた環境・機能材料や

電子材料が大きく伸張したこと等を主要因として、前連結会計年度の売上高に比べ22.5％増の45,253百万円となり

ました。当社グループの取扱高が400億円を上回るのは創業以来初めてのことであり、長年の目標として掲げてきた

数字でありましたため、当社の沿革においても画期的な年となりました。
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前連結会計年度 当連結会計年度

売上高 売上高
取扱高

(注)１

対前期増減額

(注)２

対前期増減率

(注)３

環境・機能材料 15,919 4,996 20,918 4,999 31.4%

電子材料 10,833 2,117 13,874 3,040 28.1%

衛生・産業材料 10,197 5,619 10,460 263 2.6&

合計 36,950 12,733 45,253 8,302 22.5%

　当連結会計年度の四半期単位の取扱高については、上記推移のとおり、前連結会計年度が比較的安定して推移し

た傾向を示していたことに対して、当連結会計年度は第２四半期連結累計期間までは前連結会計年度を上回りなが

らも横這いといった業況でしたが、第３四半期連結会計期間以降は折からの資源高騰等の影響や当第４四半期連結

会計期間以降の急激な円安に伴って、販売先の在庫需要が高まり、結果として年間を通じて全ての四半期で前連結

会計年度を上回りました。

　利益面においては、当連結会計年度の営業利益は前連結会計年度に比べ20.4％増の1,033百万円となりました。増

益の要因としては取扱高の大幅な増加が挙げられます。当連結会計年度は、資源価格の高騰に伴う仕入原価及び製

造原価の上昇により、営業利益増加率は取扱高増加率を下回りました。当連結会計年度の経常利益は前連結会計年

度に比べ34.7％増の1,169百万円となりました。主な要因は、営業利益が増加したことに加えて、年度末為替レート

が大幅に円安に振れたことによる為替差益が発生し、前連結会計年度に比べて営業外収支が好転したことでありま

す。また、当連結会計年度の親会社株主に帰属する当期純利益は税金等調整前当期純利益の増加と非支配株主に帰

属する当期純利益の減少の結果として、前連結会計年度に比べ43.4％増の746百万円となりました。

　主な事業の内訳は、次のとおりであります。

　なお、第１四半期連結会計期間から、各事業の対象区分を一部変更しております。これに伴い、前連結会計年度

比較は前連結会計年度の数値を変更後の区分方法により組み替えて比較しております。

（単位：百万円）

（注）１　取扱高は当社グループの経営分析指標であり、総額売上高であります。

２　当連結会計年度の取扱高から前連結会計年度の売上高を減算したものであります。

３　対前期増減額を前連結会計年度の売上高で除算したものであります。

　当社グループの当連結会計年度の業績は、前述のとおり、売上高は12,733百万円となりました。取扱高について

は、前連結会計年度の売上高に比べ22.5％増の45,253百万円となりました。

・環境・機能材料

　環境・機能材料については、当連結会計年度の売上高は4,996百万円となりました。取扱高については、前連結

会計年度に新型コロナウイルス感染症の影響等により落ち込んでいた国内向けバリウム中間体や鉱石類の復調や中

国向けの脱硝触媒が伸張したこと及び当連結会計年度後半にその他の輸入商材が大きく伸張したこと等を主要因と

して、当連結会計年度の取扱高は前連結会計年度の売上高に比べ31.4％増の20,918百万円となりました。

・電子材料

　電子材料については、当連結会計年度の売上高は2,117百万円となりました。取扱高については、電子材料市場

の需要の増加を背景にして電子材料向けバリウムや誘電体材料が大きく伸張した結果、当連結会計年度の取扱高は

前連結会計年度の売上高に比べ28.1％増の13,874百万円となりました。
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・衛生・産業材料

　衛生・産業材料については、当連結会計年度の売上高は5,619百万円となりました。取扱高については、産業材

料の伸び悩み等はありましたが、おむつ・サニタリー用品関連の販売は、前連結会計年度のコロナ禍による大幅な

需要増は一段落しましたが、当連結会計年度についても販売の状況は堅調に推移しましたため、当連結会計年度の

取扱高は前連結会計年度の売上高に比べ2.6％増の10,460百万円となりました

また、各セグメントの業績は、次の通りであります。

・国内法人

　セグメントの「国内法人」には日本国内法人の国内売上と海外売上が計上されており、同海外売上には、アジ

ア・北米・中東等への売上が含まれております。当該セグメントの当連結会計年度の売上高は10,100百万円となり

ました。取扱高については、当連結会計年度については、バリウム中間体や炭酸バリウム等の増加により環境・機

能材料や電子材料が大幅に伸張し、また衛生・産業材料についても堅調に推移したため、取扱高は前連結会計年度

の売上高に比して21.7％増の39,851百万円となりました。営業利益についても、取扱高の大幅な増加に起因して

48.8％増の745百万円となりました。

・在外法人

　セグメントの「在外法人」には在外現地法人の売上が計上されており、同売上には、アジア・北米・オセアニア

等への売上が含まれております。当該セグメントの当連結会計年度の売上高は2,633百万円となりました。取扱高

については、当連結会計年度については、インドネシア製造子会社の販売状況は堅調に推移し、中国における脱硝

触媒の販売の増加や北米のコロナ禍からの復調等の要因により、取扱高は前連結会計年度の売上高に比して28.7％

増の5,401百万円となりました。一方で、営業利益については、インドネシア製造子会社における資源高騰による

原価圧迫等により、19.8％減の292百万円となりました。

（２）当期の財政状態の概況

　当連結会計年度末の総資産は、当第４四半期連結会計期間の売上高の増により営業債権が増加したことを主要因

として、前連結会計年度末に比べ2,912百万円増の21,380百万円となりました。

　当連結会計年度末の負債は、当第４四半期連結会計期間の買入高の増により営業債務が増加したことや短期借入

金の増加を主要因として、前連結会計年度末に比べ2,053百万円増の12,012百万円となりました。

　当連結会計年度末の純資産は、為替換算調整勘定が円安要因により増加したことに加え、当期純利益の積み上が

りにより、前連結会計年度末に比べ858百万円増の9,368百万円となりました。また、純資産のうち当社株主に帰属

する持分合計は8,796百万円となりました。

　これらの結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ2.5ポイント減の41.1％となりました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

　当連結会計年度の当社グループのキャッシュ・フローの状況は、営業活動によるキャッシュ・フローは859百万円

の支出、投資活動によるキャッシュ・フローは381百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローは550百万円

の収入となりました。これに現金及び現金同等物に係る換算差額を調整した結果、当連結会計年度末の現金及び現

金同等物の残高は前連結会計年度末に比べ582百万円減の1,399百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の営業キャッシュ・フローは前連結会計年度に比べ455百万円の支出増の859百万円の支出となり

ました。この要因として、当第４四半期連結会計期間の急激な需要増に伴う売買増加により営業債権及び営業債務

がそれぞれ増加しましたが、短期的には支出先行となりましたためキャッシュベースでの営業支出の増加が同営業

収入を上回ったことが挙げられます。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の投資キャッシュ・フローは前連結会計年度に比べ219百万円の支出増の381百万円の支出となり

ました。この要因として、前連結会計年度の有形固定資産の取得支出が146百万円であったのに比べ当連結会計年度

の有形固定資産の取得支出が325百万円と増加したことが挙げられます。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の財務キャッシュ・フローは前連結会計年度に比べ738百万円の収入増の550百万円の収入となり

ました。この要因として、長短借入金の増減が前連結会計年度は97百万円の返済超過であったのに対して当連結会

計年度は677百万円の借入超過となったことが挙げられます。
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（４）今後の見通し

　次期の見通しにつきましては、国内では感染症の影響は緩和の傾向にあるものの資源高騰や円安によるインフレ

懸念を抱えており、世界ではロシアによるウクライナ侵攻や中国におけるロックダウン等のリスクが具現化し、こ

れらの地政学的なリスクから波及する世界経済の悪化も見込まれ、先行き不透明な状況にあります。

　このような状況の下、当社グループは2019年３月20日に2020年３月期から2024年３月期を対象とする中期経営計

画を公表し、

　① 世界市場に広く展開し持続的に発展するグローバル企業を目指す

　② 社員が働き甲斐を感じ安心して働ける職場環境づくりを推進する

　③ 取引先様から信頼を集める化学品商社となる

の３点をビジョンとして掲げ、その実現に向けて様々な施策に取り組んでおります。

　2024年３月期連結会計年度の数値目標として「営業利益９億円」「ＲＯＥ６．０％」を掲げておりましたが、

2022年３月期において営業利益及びＲＯＥともにその目標値を上回りましたため、新たな目標の設定に向けて検討

を開始いたしました。

　2022年３月期連結業績については、環境・機能材料や電子材料の回復期から伸長期への移行が進むと共に、衛

生・産業材料も前年度の特需局面からの堅調を維持しており、創業以来の業績を達成することが出来ました。一方

では、2023年３月期の連結業績予想については、ロシアによるウクライナ侵攻や中国のロックダウン等による市況

リスクの高まりを貿易商社である当社は強く懸念しております。

　これらのことから、翌連結会計年度の売上高は13,000百万円、営業利益は1,000百万円、経常利益は1,000百万

円、親会社株主に帰属する当期純利益は600百万円を見込んでおります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は、国際会計基準に基づく連結財務諸表を作成するための体制整備の負担等を考慮し、当面は日本基準に基づい

て財務諸表を作成する方針であります。なお、国際会計基準（IFRS）の適用につきましては、今後の事業展開や国内外

の諸情勢及び国内企業の国際会計基準の適用動向等を踏まえ、検討を進め対応していく方針であります。
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,211,555 1,663,771

受取手形及び売掛金 8,522,477 11,047,169

電子記録債権 2,693,720 3,256,092

商品及び製品 2,055,541 2,097,324

仕掛品 5,572 5,017

原材料 121,861 191,176

その他 477,244 422,254

貸倒引当金 △13,369 △12,876

流動資産合計 16,074,603 18,669,930

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 501,892 541,256

減価償却累計額 △227,372 △262,213

建物及び構築物（純額） 274,519 279,043

機械装置及び運搬具 1,506,714 1,678,866

減価償却累計額 △588,598 △754,909

機械装置及び運搬具（純額） 918,116 923,956

工具、器具及び備品 193,917 198,528

減価償却累計額 △138,248 △139,082

工具、器具及び備品（純額） 55,669 59,445

土地 266,209 287,908

建設仮勘定 131,339 454,595

有形固定資産合計 1,645,854 2,004,950

無形固定資産

ソフトウエア 53,231 16,185

ソフトウエア仮勘定 － 6,210

無形固定資産合計 53,231 22,395

投資その他の資産

投資有価証券 516,223 499,866

退職給付に係る資産 26,137 26,852

繰延税金資産 12,649 13,537

その他 168,784 172,488

貸倒引当金 △29,082 △29,190

投資その他の資産合計 694,711 683,554

固定資産合計 2,393,797 2,710,899

資産合計 18,468,401 21,380,829

３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,033,099 8,171,257

電子記録債務 443,480 493,386

短期借入金 1,605,450 2,283,156

未払法人税等 130,963 254,748

賞与引当金 99,910 134,855

役員賞与引当金 19,900 21,890

その他 464,544 494,709

流動負債合計 9,797,349 11,854,004

固定負債

繰延税金負債 77,270 59,874

退職給付に係る負債 25,387 35,819

その他 58,718 62,855

固定負債合計 161,375 158,548

負債合計 9,958,725 12,012,553

純資産の部

株主資本

資本金 820,000 820,000

資本剰余金 697,400 697,400

利益剰余金 6,229,311 6,848,494

自己株式 △79 △487

株主資本合計 7,746,632 8,365,407

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 199,320 180,554

繰延ヘッジ損益 13,164 9,420

為替換算調整勘定 95,822 240,933

その他の包括利益累計額合計 308,306 430,907

非支配株主持分 454,736 571,961

純資産合計 8,509,675 9,368,276

負債純資産合計 18,468,401 21,380,829
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日

　至　2022年３月31日)

売上高 36,950,573 12,733,873

売上原価 34,130,877 9,541,677

売上総利益 2,819,696 3,192,196

販売費及び一般管理費 1,960,752 2,158,307

営業利益 858,943 1,033,889

営業外収益

受取利息 11,085 6,881

受取配当金 11,864 12,622

為替差益 19,180 131,789

その他 1,647 10,599

営業外収益合計 43,778 161,892

営業外費用

支払利息 11,306 8,884

支払保証料 7,179 16,389

売上割引 13,379 －

その他 2,690 757

営業外費用合計 34,556 26,032

経常利益 868,164 1,169,749

特別損失

関係会社整理損 4,541 －

ゴルフ会員権評価損 1,900 －

特別損失合計 6,441 －

税金等調整前当期純利益 861,723 1,169,749

法人税、住民税及び事業税 198,218 367,502

法人税等調整額 29,629 △6,993

法人税等合計 227,848 360,508

当期純利益 633,875 809,241

非支配株主に帰属する当期純利益 113,691 63,148

親会社株主に帰属する当期純利益 520,183 746,092

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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（単位：千円）

前連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日

　至　2022年３月31日)

当期純利益 633,875 809,241

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 82,425 △18,765

繰延ヘッジ損益 6,969 △3,744

為替換算調整勘定 △84,982 199,187

その他の包括利益合計 4,412 176,677

包括利益 638,287 985,918

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 548,529 868,693

非支配株主に係る包括利益 89,757 117,225

（連結包括利益計算書）
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(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 820,000 697,471 5,989,192 △189,481 7,317,182

当期変動額

剰余金の配当 △90,654 △90,654

親会社株主に帰属する当期純利益 520,183 520,183

自己株式の取得 △79 △79

自己株式の消却 △71 △189,410 189,481 －

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 － △71 240,119 189,402 429,450

当期末残高 820,000 697,400 6,229,311 △79 7,746,632

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘
定

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 116,895 6,194 156,870 279,960 364,978 7,962,121

当期変動額

剰余金の配当 △90,654

親会社株主に帰属する当期純利益 520,183

自己株式の取得 △79

自己株式の消却 －

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

82,425 6,969 △61,048 28,345 89,757 118,103

当期変動額合計 82,425 6,969 △61,048 28,345 89,757 547,553

当期末残高 199,320 13,164 95,822 308,306 454,736 8,509,675

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）
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(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 820,000 697,400 6,229,311 △79 7,746,632

当期変動額

剰余金の配当 △126,910 △126,910

親会社株主に帰属する当期純利益 746,092 746,092

自己株式の取得 △407 △407

自己株式の消却 －

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 － － 619,182 △407 618,774

当期末残高 820,000 697,400 6,848,494 △487 8,365,407

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘
定

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 199,320 13,164 95,822 308,306 454,736 8,509,675

当期変動額

剰余金の配当 △126,910

親会社株主に帰属する当期純利益 746,092

自己株式の取得 △407

自己株式の消却 －

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

△18,765 △3,744 145,110 122,601 117,225 239,826

当期変動額合計 △18,765 △3,744 145,110 122,601 117,225 858,601

当期末残高 180,554 9,420 240,933 430,907 571,961 9,368,276

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日

　至　2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 861,723 1,169,749

減価償却費 181,672 183,985

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,072 △411

賞与引当金の増減額（△は減少） 15,474 34,311

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 2,900 1,990

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △19,221 △715

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 6,953 7,312

受取利息及び受取配当金 △22,950 △19,503

支払利息 11,306 8,884

為替差損益（△は益） 73,197 △143,436

有形固定資産売却損益（△は益） △34 △1,316

有形固定資産廃棄損 550 547

ゴルフ会員権評価損 1,900 －

関係会社整理損 4,541 －

売上債権の増減額（△は増加） △1,221,383 △3,031,759

棚卸資産の増減額（△は増加） △268,704 △71,751

その他の流動資産の増減額（△は増加） △72,436 780

仕入債務の増減額（△は減少） 153,509 1,215,301

その他の流動負債の増減額（△は減少） △22,791 13,576

その他 45,849 40,236

小計 △265,871 △592,216

利息及び配当金の受取額 23,679 19,042

利息の支払額 △11,306 △8,884

法人税等の支払額 △150,175 △277,229

営業活動によるキャッシュ・フロー △403,673 △859,288

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） △2,782 △35,422

有形固定資産の取得による支出 △146,566 △325,172

有形固定資産の売却による収入 34 2,470

無形固定資産の取得による支出 △2,471 △5,986

投資有価証券の取得による支出 △10,921 △11,298

投資有価証券の売却による収入 2,000 －

その他 △723 △5,849

投資活動によるキャッシュ・フロー △161,430 △381,257

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 16,567 677,705

長期借入金の返済による支出 △114,450 －

配当金の支払額 △90,627 △126,947

自己株式の取得による支出 △79 △407

財務活動によるキャッシュ・フロー △188,589 550,350

現金及び現金同等物に係る換算差額 △39,810 107,753

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △793,504 △582,442

現金及び現金同等物の期首残高 2,775,116 1,981,612

現金及び現金同等物の期末残高 1,981,612 1,399,169

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

これにより、一部の取引について、従来は、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識していましたが、

顧客への財又はサービスの提供における当社グループの役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け

取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の

期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、従来の方法に比べて、当連結会計年度の売上高は32,525,495千円減少し、売上原価は32,519,660千

円減少し、売上総利益及び営業利益はそれぞれ5,834千円減少しております。また、利益剰余金の当期首残高へ

の影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め

る新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結財務諸表に与える影響はありま

せん。

（セグメント情報等）

a.　セグメント情報

１　報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社は主に化学品の販売を行っており、国内におけるマネジメントは国内法人が、海外におけるマネジ

メントは在外法人が、それぞれ担当しております。

　したがって、当社は、経営体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「国内法人」及

び「在外法人」の２つを報告セグメントとしております。

２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表を作成するために採用される会計方

針に準拠した方法であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　セグメント間の売上高は、市場価格を勘案した価格交渉の上で決定しております。

　（会計方針の変更）に記載のとおり、当連結会計年度の期首より収益認識会計基準等を適用し、収益認

識に関する会計処理の方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更して

おります。

　当該変更により、従来の方法に比べて、当連結会計年度の「国内法人」の売上高は29,757,101千円減

少、セグメント利益は5,834千円減少し、「在外法人」の売上高は2,768,393千円減少しております。
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（単位：千円）

国内法人 在外法人 合計
調整額

（注）１

連結財務諸表

計上額

（注）２

売上高

外部顧客への売上高 32,754,245 4,196,328 36,950,573 － 36,950,573

セグメント間の

内部売上高又は振替高
1,527,690 1,025,628 2,553,319 △2,553,319 －

計 34,281,935 5,221,956 39,503,892 △2,553,319 36,950,573

セグメント利益 500,929 364,537 865,466 △6,523 858,943

セグメント資産 16,777,444 4,214,243 20,991,687 △2,523,286 18,468,401

セグメント負債 9,429,084 2,139,978 11,569,063 △1,610,337 9,958,725

その他の項目

減価償却費 60,613 121,058 181,672 － 181,672

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
3,681 140,877 144,558 － 144,558

（単位：千円）

国内法人 在外法人 合計
調整額

（注）１

連結財務諸表

計上額

（注）２

売上高

外部顧客への売上高 10,100,771 2,633,102 12,733,873 － 12,733,873

セグメント間の

内部売上高又は振替高
2,074,596 1,371,532 3,446,128 △3,446,128 －

計 12,175,367 4,004,634 16,180,002 △3,446,128 12,733,873

セグメント利益 745,471 292,523 1,037,994 △4,105 1,033,889

セグメント資産 19,026,468 5,394,752 24,421,221 △3,040,391 21,380,829

セグメント負債 11,204,414 2,911,942 14,116,356 △2,103,803 12,012,553

その他の項目

減価償却費 59,575 124,410 183,985 － 183,985

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
26,251 325,917 352,169 － 352,169

３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度（自  2020年４月１日  至  2021年３月31日）

（注）１　調整額は、以下の通りであります。

（１）セグメント利益の調整額△6,523千円は、セグメント間取引消去であります。

（２）セグメント資産の調整額△2,523,286千円は、セグメント間債権の相殺消去等であります。

（３）セグメント負債の調整額△1,610,337千円は、セグメント間債務の相殺消去等であります。

２　セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

　当連結会計年度（自  2021年４月１日  至  2022年３月31日）

（注）１　調整額は、以下の通りであります。

（１）セグメント利益の調整額△4,105千円は、セグメント間取引消去であります。

（２）セグメント資産の調整額△3,040,391千円は、セグメント間債権の相殺消去等であります。

（３）セグメント負債の調整額△2,103,803千円は、セグメント間債務の相殺消去等であります。

２　セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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日本 アジア 北米 ヨーロッパ 中東 その他 合計

27,913,689 6,951,308 1,176,391 58,585 688,829 161,768 36,950,573

日本 インドネシア その他アジア 北米 その他 合計

161,920 1,479,259 1,146 3,527 － 1,645,854

日本 アジア 北米 ヨーロッパ 中東 その他 合計

8,830,894 2,648,226 595,227 138,130 367,733 153,661 12,733,873

日本 インドネシア その他アジア 北米 その他 合計

160,512 1,837,554 1,543 5,339 － 2,004,950

b.　関連情報

前連結会計年度（自  2020年４月１日  至  2021年３月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載

を省略しております。

２　地域ごとの情報

（1）売上高

（単位：千円）

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

（2）有形固定資産

（単位：千円）

当連結会計年度（自  2021年４月１日  至  2022年３月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載

を省略しております。

２　地域ごとの情報

（1）売上高

（単位：千円）

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

（2）有形固定資産

（単位：千円）

c.　報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

前連結会計年度（自  2020年４月１日  至  2021年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自  2021年４月１日  至  2022年３月31日）

該当事項はありません。

d.　報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

前連結会計年度（自  2020年４月１日  至  2021年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自  2021年４月１日  至  2022年３月31日）

該当事項はありません。
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e.　報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自  2020年４月１日  至  2021年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自  2021年４月１日  至  2022年３月31日）

該当事項はありません。

前連結会計年度
（自　2020年４月１日

至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日

至　2022年３月31日）

１株当たり純資産額 4,442円75銭

１株当たり当期純利益 286円90銭
　

１株当たり純資産額 4,852円13銭

１株当たり当期純利益 411円53銭
　

項目
前連結会計年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当連結会計年度
（自　2021年４月１日

至　2022年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益

（千円）
520,183 746,092

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属

する当期純利益(千円)
520,183 746,092

普通株式の期中平均株式数（株） 1,813,090 1,812,976

（１株当たり情報）

（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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